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荒尾市公共施設等個別施設計画改訂支援業務委託に係る 

公募型プロポーザル方式実施要領 

 

１ 目的 

荒尾市公共施設マネジメント計画（以下「マネジメント計画」という。）及び荒尾

市公共施設等個別施設計画（以下「個別施設計画」という。）について、令和３年４月

の策定から５年が経過すること、さらに荒尾市公共施設等総合管理計画の改訂を実施

したことを踏まえ、荒尾市公共施設等個別施設計画の改訂を行うものとする。業務の

実施に際しては、施設の現況を基に施設の評価を行い、長期的視点に立った公共施設

の在り方を整理するとともに、長寿命化、修繕・更新や統廃合等の具体的な実施計画

について検討する。改訂に当たっては、施設区分において現在８種類ある個別施設計

画及びマネジメント計画を統合し、より効率的・効果的に計画の改訂を行うものとす

る。 

本業務については、専門的技術力・分析力及び豊富な業務経験による的確な支援を

得るため、受託事業者の選定について、公募型プロポーザル方式により実施するもの

である。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 業務名称 

荒尾市公共施設等個別施設計画改訂支援業務 

⑵ 業務内容 

   別紙「荒尾市公共施設等個別施設計画改訂支援業務要求水準書」のとおり 

⑶ 契約方法 

   公募型プロポーザル方式による随意契約 

⑷ 履行期間 

   契約締結の日から令和１０年３月３１日まで 

⑸ 委託見積限度額 

   １３，０７９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

３ 参加資格 

  本プロポーザル方式に参加できる者は、次に掲げる要件を満たすものとする。 

なお、本件は、広く提案を求める必要があることから、荒尾市プロポーザル方式事

業者選定実施要綱（平成２４年告示第１２８号。以下「要綱」という。）第５条第２項

の規定に基き、荒尾市の入札等参加資格者名簿に登録されている者に限らず参加可能

とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（同令第１６７

条の１１において準用する場合も含む。）の規定に該当する者でないこと。  
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⑵ 国、地方公共団体又は公共的団体による工事等請負契約、委託契約に係る指名停

止等の措置期間中でないこと。 

⑶ 荒尾市契約等における暴力団等排除に関する措置要綱（平成２４年告示第３６号）

第３条の規定に基く排除措置等を受けていないこと。 

⑷ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基く更生手続又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく再生手続中でないこと。 

⑹ 法人格を有し、事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有している

こと。 

⑺ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークを付与されていること。 

⑻ 令和３年度から令和７年度までの過去５年間において、公共施設等総合管理計画、

同個別施設計画等、建物に関する類似計画の策定等の業務実績を有していること。 

   

４ 受託者選定の実施スケジュール 

  契約締結に至るまでの予定スケジュールは、下表のとおりである。ただし、土曜日、

日曜日、休日等の荒尾市の休日を定める条例（平成３年条例第１３号）第１条第１項

各号に規定する市の休日（以下「市の休日」という。）には、受付等を行わない。 

なお、このスケジュール参加者の状況、審査の進捗状況等により若干変更する場合

がある。 

番号 内容 期日 

１ 公告 令和８年５月２９日（金） 

２ 質問書の受付期限 令和８年６月５日（金）まで 

３ 質問書に対する回答 令和８年６月９日（火）予定 

４ 参加表明書（要綱様式第１号）の受付期限 令和８年６月１９日（金）まで 

５ 参加資格審査 令和８年６月２３日（火）予定 

６ 提案書提出要請通知書の発送 令和８年６月２５日（木）予定 

７ 
提案書の提出意思確認書（要綱様式第４

号）の受付期限 
令和８年７月１３日（月）まで 

８ 提案書（要綱様式第３号）等の受付期間 令和８年７月２１日（火）まで 

９ 提案書等の審査及び評価 
令和８年７月下旬から８月上

旬予定 

１０ 最優秀提案事業者の決定 
令和８年８月中旬から下旬予

定 

１１ 契約 
令和８年８月下旬から９月上

旬予定 

 

５ 質疑回答 
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⑴ 受付期間 

   令和８年５月２９日（金）から令和８年６月５日（金）まで 

⑵ 質疑の方法 

   実施要領等の記載事項等について質疑がある者は、事務局のメールアドレス宛に

送信すること。送信に当たっては、件名を「荒尾市公共施設等個別施設計画改訂支

援業務に係る公募型プロポーザルについての質疑」とすること。原則として、電子

メール以外の方法による質問は受け付けない。質疑受付の終了時刻に関しては受付

場所における着信日時とし、受理しているかどうかの判断は事務局が行うものとす

る。ただし、電話による受理確認は差し支えない。 

⑶ 回答  

ア 回答予定日：令和８年６月９日（火） 

イ 回答方法 

市ホームページに掲載することとし、実施要領の補足、追加、解釈等の効

力を有するものとする。 

なお、本業務に直接関係のある質問のみに回答を行うものとし、全ての質

問に回答するものではない。  

  

６ 参加表明書の受付  

参加を表明する者は、以下の書類（以下「参加表明書類」という。）について、正本

１部及び副本 1部を持参又は郵送により提出すること。 

なお、参加表明書類は、書類一式をつづり込み、表紙に業務名称及び提出者名を記

入すること。  

⑴ 参加表明書類の構成  

  ア 参加表明書（要綱様式第１号） 

イ 誓約書（別記様式第１号）※市の入札等参加資格者名簿に登録がある者は不

要 

ウ 役員一覧（別記様式第２号）※市の入札等参加資格者名簿に登録がある者は

不要 

エ 会社等の概要（最新のもの、パンフレット等の使用も可） 

オ 商業・法人登記に係る履歴事項全部証明書（写し可） 

カ 直近年度の決算関係書類 

キ 納税証明書（参加表明書を提出する日から前３か月以内に発行された証明書

で、国税及び地方税の未納がないことを示すもの）  

(ｱ) 法人税又は所得税並びに消費税の未納のない証明（写し可）  

(ｲ) 法人事業税、法人住民税その他都道府県税の未納のない証明（写し可）  

(ｳ) 法人住民税その他市区町村税の未納のない証明（写し可）  

ク ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマーク認証の取得を確認できる書類（写し

可） 
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⑵ 受付期間  

令和８年５月２９日（金）から令和８年６月１９日（金）まで  

※持参の場合は、市の休日を除く、午前９時から正午まで及び午後１時から午

後４時までとし、郵送の場合は、期限内に必着とする。  

⑶ 受付場所  

事務局（財政課公有財産管理室）  

    

７ 提案書の提出要請及び提出意思の確認  

⑴ 提案書の提出要請  

    市長は、資格審査を行い、提案書の提出を要請する事業者を選定し、当該事業者

に対し、令和８年６月２５日（木）までに提案書提出要請通知（要綱様式第２号）

を発送する。  

⑵ 提出意思確認書の提出  

    提案書提出要請通知書を受けた者は、提案書の提出意思について、持参又は郵送

により提出意思確認書（要綱様式第４号）を提出すること。  

⑶ 提出期限  

     令和８年７月１３日（月） 

     ※持参の場合は、市の休日を除く、午前９時から正午まで及び午後１時から午後

４時までとし、郵送の場合は、期限内に必着とする。  

⑷ 受付場所 

   事務局（財政課公有財産管理室）  

  

８ 提案書等の提出  

⑴ 提出書類等  

    提出意思確認書において提案書を提出する意思を表明した者は、以下の書類を提

出すること。  

ア 提案書（要綱様式第３号）  

イ 提案事項書類（任意様式、Ａ４判で 20ページ以内。）及び配置予定者調書（別

記様式第３号） 

次の点に留意すること。 

(ｱ) 用紙はＡ４判を基本とするがＡ３判も可とする。ページ番号を記載の上、

Ａ３判は見開きができるようＺ折等し、折り込み、クリップ留め又はファイル

等にまとめ提出すること。  

(ｲ) 正本１部、及び副本６部を提出すること※副本には提出者である企業名、

企業のロゴ等を記載しないこと。 

  ウ 見積書（任意様式） 

   委託見積限度額以下の金額（消費税込み）とすること。一部を作成し、次の事

項を記載した長形３号の封筒に密封・封印して提出すること。 
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   (ｱ) 業務名称 

   (ｲ) 提出者の所在地、名称、代表者職氏名、代表者印 

   (ｳ) 見積書が封入されている旨（「見積書在中」など。） 

  エ 提案内容を説明する動画（mp4形式）を収録したＤＶＤ等（以下「ＤＶＤ

等」という。）※説明時間は２０分以内とする。 

⑵ 提出期限  

令和８年７月２１日（火）まで  

※持参の場合は、市の休日を除く、午前９時から正午まで及び午後１時から午後

４時までとし、郵送の場合は、期限内に必着とする。  

⑶ 受付場所 

   事務局（財政課公有財産管理室） 

 

９ 提案書等の審査及び評価 

  提出された提案書等の審査及び評価（以下「審査等」という。）は、評価委員会に

おいて、次のとおり行う。 

⑴ 技術提案評価基準 

評価項目 評価事項 配点 

実施体制 
業務遂行のための十分な組織体制と業務工程及び業

務実績に関すること。 
２０ 

専門技術力 

要求水準書に定める業務内容に関して、的確な提案

が行われているか。 

 ・法、国通知等を踏まえた考え方 

 ・現況調査及び施設評価に関すること 

 ・施設カルテに関すること 

 ・対策内容、方針の検討及び全体構成 

 ・独自提案について 

８０ 

合計 １００ 

⑵ 審査方法 

  ア 実施予定日 

    令和８年７月下旬から８月上旬予定 

  イ プレゼンテーション 

評価委員会において、提案内容を説明する動画を収録したＤＶＤ等の視聴に

よりプレゼンテーション審査を実施する。提案者は、評価委員会から事務局を

通じて、電子メール等により提案内容に対する質問を受けた場合は、指定され

た期日までに回答すること。 

  ウ 提案書等の評価等 
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    提案書の内容、プレゼンテーションの内容及び質疑応答の内容を併せ、⑴の

技術提案評価基準に基づき、評価委員会の各委員が評価する。評価委員に提案

者名は開示しない。 

なお、評価点は、小数点第２位以下を切り捨て、第１位まで算出する。 

 

１０ 最優秀提案事業者の選定等 

⑴ 最優秀提案事業者選定方法  

荒尾市プロポーザル審査会（以下「審査会」という。）は、次の算定方式によ

って技術提案評価点及び見積額（合計点：１００点満点）を基に審査を行い、

評価点数の最も高い事業者を最優秀提案事業者の候補者として特定する。複数

事業者の評価点数が同点となった場合は、技術提案評価点が高い事業者を上位

とする。ただし、技術提案評価点が６０点に満たない場合は、最優秀提案事業

者の候補者の特定を行わないものとする。 

なお、提案事業者が１者の場合であっても、技術提案評価点が６０点以上で

あれば最優秀提案事業者の候補者として特定する。  

  

   【評価点数算定式】  

技術提案評価点×８０     最も低い見積額×２０ 

評価点数＝             ＋ 

 

市長は、最優秀提案事業者を決定し、最優秀提案事業者にあっては採用決定通

知書（要綱様式第７号）により、その他の者にあっては不採用決定通知書（要綱

様式第８号）により通知する。  

⑵ 審査結果等の通知及び公表  

市は、審査結果を参加者全員に速やかに通知するとともに、最優秀提案事業

者を市ホームページにおいて公表する。契約金額及び審査の概要については、

契約締結後に公表するものとする。 

なお、電話等による問合せには一切応じない。  

  

１１ 契約手続等 

⑴ 詳細協議 

市は、最優秀提案事業者と契約に向けた協議を行う。最優秀提案事業者との

協議の結果、契約締結に至らなかったときは、次点の者（技術提案評価点が６

０点以上の者に限る。）と契約に向けた協議を行う。 

 

１２ その他 

⑴ 費用負担 

１００ 提案者の見積額 
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    本要領に基づく全ての手続に関しては、応募者は自らの責任と費用負担によ

りこれを行う。 

⑵ 資格の喪失等 

    応募者が次のいずれかに該当する場合は、本プロポーザルの参加資格を失う

ことがある。 

   ア ３で示す参加資格を満たさないこととなった場合 

   イ 提出書類、ＤＶＤ等に虚偽の記載があるもの 

   ウ 本実施要領に違反すると認められる場合 

⑶ 著作権 

    応募者が提出した提案書類（ＤＶＤ等を含む。）の著作権は、応募者に帰属す

る。ただし、市がプロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必

要があるときは、提出された提案書類の全部又は一部の複製等をすることがで

きるものとする。 

    なお、提出された提案書類の返却は行わない。 

 

【事務局（問合せ先及び書類提出先）】 

   部 署 名 荒尾市 総務部 財政課 公有財産管理室 

         〒８６４－８６８６ 熊本県荒尾市宮内出目３９０番地 

   電 話 ０９６８－６３－１２９２ 

   Ｆ Ａ Ｘ ０９６８－６２－３２７０ 

   電子メール koukyou@city.arao.lg.jp 

 

 

 


